
        

【積極的な取組と推察される事項】 

No. 事項名 所管省庁 閣議決定等 

1 稼働中の産業遺産の世界遺産への登録 内閣官房 

文部科学省 

経済産業省 

国土交通省 

・規制・制度改革に係る方針３．②（H23.4.8閣議決定） 

〈選定の視点〉所管が四省庁にわたる中、結論を取りまとめ、閣議決定まで行っており、積極的に取り組んでいると推察できる。 

2 ＰＰＰ/ＰＦＩ制度の積極的な活用 内閣府 ・規制・制度改革に係る方針３．⑱（H23.4.8閣議決定） 

〈選定の視点〉措置として法改正まで行っており、積極的に取り組んでいると推察できる。 

3 リチウムイオン電池の取扱規制の見直し 総務省 ・規制・制度改革に係る追加方針１．⑭（H23.7.22閣議決定） 

〈選定の視点〉同省の検討会において、産業界・消防当局双方にとって納得感あるリチウムイオン電池の取扱規制見直しを結論付けた。 

4 医行為の範囲の明確化（介護職による痰の吸引、胃ろ

う処置の解禁等） 

厚生労働省 ・規制・制度改革に係る対処方針２．⑫（H22.6.18閣議決定） 

〈選定の視点〉法改正により早期に措置されており、積極的に取り組んでいると推察できる。 

5 農地の賃借の許可の迅速化 農林水産省 ・規制・制度改革に係る対処方針３．④（H22.6.18閣議決定） 

〈選定の視点〉追加指導を実施した上で、標準処理日数等の短縮が図られているなど、積極的に取り組んでいると推察できる。 

6 国際航空貨物チャーター輸送におけるフォワーダー・

チャーター便の運航容易化 

国土交通省 ・円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策５．規制・制度改革 

別表１の８（H22.10.8閣議決定） 

〈選定の視点〉利用運送事業者による国際航空貨物チャーター運航の要件を緩和するなど、積極的に取り組んでいると推察できる。 

7 マンション投資への悪質な勧誘に対する規制強化 国土交通省 

消費者庁 

・規制・制度改革に係る方針５．①（H23.4.8閣議決定） 

〈選定の視点〉関係省庁が協力して措置し、周知に加え、効果なども測定し、積極的に取り組んでいると推察できる。 

8 貴金属等の買取業者による自宅への強引な訪問買取り

に対する規制強化 

消費者庁 

経済産業省 

警察庁 

・規制・制度改革に係る方針５．②（H23.4.8閣議決定） 

〈選定の視点〉現行制度上可能な措置を関係省庁が協力して、早急に講ずるとともに、法改正（国会審議中）まで行っており、積極的に取り

組んでいると推察できる。 

（別紙３） 
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会議開催概要 

 

 

平成 23年 10月３日 規制・制度改革に関する分科会（第３クール１回目） 

  ・岡分科会長 挨拶 

・蓮舫行政刷新担当大臣、中塚内閣府副大臣、園田内閣府大臣政務官 挨拶 

・委員紹介及び分科会長代理の指名 

・これまでの規制・制度改革の取組について 

・規制・制度改革の今後の進め方について 

・意見交換 

 

平成 23年 10月 18日 規制・制度改革に関する分科会（２回目） 

  ・前回の分科会で出された意見について 

・これまでの規制・制度改革の検討事項等について 

・意見交換 

 

平成 23年 10月 25日 規制・制度改革に関する分科会（３回目） 

  ・規制・制度改革の今後の進め方について 

・意見交換 

 

平成 23年 11月８日 規制・制度改革に関する分科会（４回目） 

  ・規制・制度改革の今後の進め方について 

・意見交換  

 

平成 23年 12月６日 規制・制度改革に関する分科会（５回目） 

  ・ワーキンググループの設置について 

・フォローアップについて 

・分科会・ワーキンググループの当面の進め方について 

・有識者ヒアリング 

     本間 正義 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 

 

平成 23年 12月 20日 規制・制度改革に関する分科会（６回目） 

  ・「国民の声」の受付状況と今後の進め方について 

・各ワーキンググループの現状等について 

・有識者ヒアリング 

     土屋 了介 公益財団法人がん研究会理事 

 

 

（参考１） 
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平成 24年１月 18日 規制・制度改革に関する分科会（７回目） 

  ・規制全般の見直しに向けた考え方について 

・フォローアップ調査の状況について 

・有識者ヒアリング 

     小野 俊介 東京大学大学院薬学系研究科准教授 

 

平成 24年１月 27日 規制・制度改革に関する分科会（８回目） 

  ・フォローアップ調査の結果等について 

・規制全般の見直しに向けた考え方について 

・各ワーキンググループの現状等について 

・有識者ヒアリング 

     髙木 勇樹  ＮＰＯ法人日本プロ農業総合支援機構副理事長 

 

平成 24年２月 13日 規制・制度改革に関する分科会（９回目） 

  ・「国民の声」と各ワーキンググループの検討項目について 

・分科会本体の重点フォローアップ項目について 

・規制全般の見直しに向けた考え方について 

・各府省フォローアップヒアリング（金融庁、農林水産省） 

 

平成 24年２月 27日 規制・制度改革に関する分科会（10回目） 

  ・各府省フォローアップヒアリング（厚生労働省） 

 

平成 24年３月 12日 規制・制度改革に関する分科会（11回目） 

  ・各府省フォローアップヒアリング（厚生労働省、国土交通省） 

・各ワーキンググループの現状等について 

 

平成 24年３月 26日 規制・制度改革に関する分科会（12回目） 

  ・第２ワーキンググループ（エネルギー）の取りまとめについて 

 

平成 24年４月 10日 規制・制度改革に関する分科会（13回目） 

  ・各府省フォローアップヒアリングの結果について 

・今後のフォローアップの進め方について 

・第１ワーキンググループ（復旧・復興／日本再生）の進捗状況について 

 

平成 24年４月 24日 規制・制度改革に関する分科会（14回目） 

  ・重点フォローアップ項目に関する指摘事項について 

・第１ワーキンググループ（復旧・復興／日本再生）の進捗状況について 
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平成 24年５月 31日 規制・制度改革委員会（15回目※） 

  ・「規制・制度改革委員会」への名称変更について 

・農業ワーキンググループの設置について 

・フォローアップについて 

 

平成 24年６月 26日 規制・制度改革委員会（16回目※） 

  ・規制・制度改革委員会報告書（案）について 

 

平成 24年６月 29日 規制・制度改革委員会（17回目※） 

  ・規制・制度改革委員会報告書の取りまとめについて 

 

※開催回数については、「規制・制度改革に関する分科会」と「規制・制度改革委員会」を通算 
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規制・制度改革委員会 構成員 

 

委員長        岡       素  之     住友商事株式会社相談役 

委員長代理    大  室  康  一     三井不動産株式会社特別顧問 

  安  念  潤  司     中央大学法科大学院教授                             

大  上  二三雄     エム・アイ・コンサルティンググループ 

株式会社代表取締役 

翁      百  合     株式会社日本総合研究所理事 

川  本  裕 子     早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授 

佐久間  総一郎     新日本製鐵株式会社常務取締役 

 

（参考２） 
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